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第１章

新興国の経済構造の変化
【第 1 部第 1 章のポイント】
□�中国等の投資拡大は先進国が減速するなか、世界経

済危機後の世界経済を牽引したが、設備投資主導の
経済成長の結果もあり、過剰債務が発生した。また
過剰生産能力も顕著になりつつある。

□�生産設備容量と生産実績の乖離は鉄鋼・化学部門・
液晶等で顕著であり、生産者物価・輸出価格は下落
した。世界経済の減速も相まって、これら部門では
国際的に減少傾向にあった貿易制限的措置が反転増
加しつつある。

□�資源国経済は、新興国における資源需要拡大に伴い

成長が加速したが、世界的な景気減速やシェール革
命等による供給増加により資源価格が急落し、景気
が減速した。

□�中国政府は投資主導型経済から消費主導型経済への
構造改革や製造業の高度化を進めているほか、サウ
ジアラビアなどの資源国も構造改革の取組みを始め
ている。

□�生産面では中国の存在感が上昇している。各国の最
終需要に対する最大の付加価値輸出国は、日米独中
心であったものが、中国へ比重が移り変わりつつある。

新興国の投資拡大による成長と経済関係の深まり第１節

　現在、新興国が抱える課題を分析する前提として、
まず、1970 年代以降の途上国の経済成長・工業化の
歴史について振り返る。
　1970 年代以降、先進国の固定相場制放棄と資本移
転自由化、一部途上国の政策転換を背景に、労働力や
資源を求め先進国から途上国に技術移転や投資が拡大
し、韓国や ASEAN 諸国などを中心に対内直接投資
と製品輸出を通じた工業化に成功した。当初は労働集
約的な軽工業が中心であったが、重工業、近年では電
気・電子機器や自動車等に加え、半導体等のハイテク
分野でも世界市場における存在感を増している。
　その結果、新興国・途上国経済は 1997 年のアジア
通貨危機などによる一時的落ち込みはあるものの、持
続的な成長を遂げてきており、世界経済危機に至るま
で、先進国よりも早いペースで経済が拡大した 1（第
Ⅰ-1-1-1-1 図）。

　例えば、韓国は「漢江の奇跡」と呼ばれた長期間の
成長期をはじめ輸出を軸に経済を拡大させ、アジア通

1．投資拡大を通じた新興国の成長

第Ⅰ-1-1-1-1 図
新興国の成長率及び世界経済に占める割合
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備考：�先進国・新興国間の成長率の差は、両者間における実質GDP成長率
のスプレッドによる。

資料：�IMF�World�Economic�Outlook�April�2016 より経済産業省作成

1	 ここでは IMF 世界経済見通し（World�Economic�Outlook）における分類に従う。
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新興国の経済構造の変化

貨危機などの一時的な落ち込みはあるものの、2015
年時点では、経済規模で世界第 11 位、1 人あたり名

目 GDP で世界第 31 位にまで成長した。東南アジア
各国も同様に、日本企業を始めとする外資企業の生産
ネットワークの広がりを背景に、輸出比率の拡大を伴
いながら著しい経済成長を達成してきた。（第Ⅰ-1-1-
1-2 図、Ⅰ-1-1-1-3 図）。
　1990 年代後半以降は、改革開放の進展、冷戦終結、
WTO 加盟をテコに成長した中国の存在感が急上昇
し、2000 年代に我が国や欧州先進国を追い抜き、世
界第 2 の経済規模に成長、世界の GDP に占めるシェ
ア は 2000 年 の 3.6% か ら 2014 年 に は 13.4% にまで
至った（第Ⅰ-1-1-1-4 図、第Ⅰ-1-1-1-5 図、第Ⅰ-1-1-
1-6 図）2。年間の成長規模はほぼ米国に匹敵し、タイや
台湾と同規模の経済圏が誕生するのと同じ規模で成長し
ている（第Ⅰ-1-1-1-7 表）。また、中国の広東省の経済

第Ⅰ-1-1-1-2 図
韓国・東南アジアの輸出比率と一人あたり実質 GDP
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備考：�一人あたりGDPは実質 GDP を人口で除した値、輸出比率は各年の
GDPに対する財サービス輸出の比率

資料：�United�Nations�Main�Aggregates�Database�より経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-1-4 図　中国国内総生産の長期的推移

出典：IMF�「World�Economic�Outlook�Database」（Apr.�2016）から作成。
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【2015 年の経済状況*】
名目 GDP 10 兆 9,828 億ドル
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【2015 年の経済状況*】
名目 GDP 10 兆 9,828 億ドル
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*日本 (2015) 名目 GDP：4 兆 1,233 億ドル
1 人あたり GDP：32,486 ドル（名目）38,054 ドル（PPP）

第Ⅰ-1-1-1-3 図
海外から ASEAN への対内直接投資の推移

資料：�UNCTADから作成。
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2	 各国 GDP は IMF�「World�Economic�Outlook」（Apr.�2016）のドルベースのデータによる。
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第Ⅰ-1-1-1-7 表　中国経済のインパクト

①中国経済の年増加額　

GDP（2014 年） GDP（2015 年） 増加分

　中国 10 兆 4,307 億ドル → 10 兆 9,828 億ドル 5,521 億ドル

　米国 17 兆 3,481 億ドル → 17 兆 9,470 億ドル 5,989 億ドル

　　*�中国経済の増加分は、タイ（2015 年 3,953 億ドル）、台湾（2015 年 5,236 億ドル）のGDPを上回る。

② 1つの省が 1国に匹敵

　広東省のGDP（2015 年） � 1 兆 1,700 億ドル

　　*中国最大の経済規模

　インドネシアのGDP（2015年） � 　　8,590 億ドル

　　*アセアン最大の経済規模

備考・資料：
各国GDPは IMF�「World�Economic�Outlook�database」（Apr.�2016）による。広東省のGDPは、中国国家統計局の人民元建て
公表値を、2015 年平均為替レートでドル換算した。

第Ⅰ-1-1-1-5 図　中国の実質 GDP 成長率（前年同期比）の推移

資料：�国家統計局、CEIC�database、IMF�「World�Economic�Outlook�database」（Apr.2016）�から作成。
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第Ⅰ-1-1-1-6 図　主要国の GDP 規模の推移

備考：�2013 年以降に日本のGDPが低下しているのは為替レートの影響。2015 年の上位 10 か国を表示。
資料：�IMF�「World�Economic�Outlook�database」�（Apr.�2016）�から作成。
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規模がインドネシアを上回るなど、1 つの省が 1 国に
匹敵する規模となっている。
　輸出においては、我が国、米国、ドイツが世界シェ
アを縮小させる中で、中国は「世界の工場」として世
界シェアを 2000 年の 4.1% から 2014 年には 13.4 まで拡
大させており、繊維などの軽工業品から機械まで幅広
い品目に及んでいる（第Ⅰ-1-1-1-8 図、第Ⅰ-1-1-1-9 図）。
　中国の経済成長は設備投資などの総固定資本形成が
中心であり、2014 年時点では GDP 全体の 4 割強を占
めている。これは主要国の高度成長期と比較しても高
い水準であり、例えば我が国のピークは 1973 年であっ
たが、36.4% にとどまっている。�（第Ⅰ-1-1-1-10 図）�
（第Ⅰ-1-1-1-11 図）。
　同様の設備投資の拡大はシンガポール、マレーシア、
タイなどの他の新興国・途上国においても一定程度見

られるが、中国においては、経済規模自体の大きさか
ら世界全体へのインパクトも大きく、2014 年時点で
は世界の投資の約四分の一を中国が占めている。これ
に対して家計部門と政府部門からなる最終消費の拡大
は相対的に遅れており、全世界の約 1 割にとどまって
いる（第Ⅰ-1-1-1-12 図、第Ⅰ-1-1-1-13 図、第Ⅰ-1-1-
1-14 図、第Ⅰ-1-1-1-15 図）。
　こうした新興国・途上国の経済成長を制度面で支え
てきたのが自由で開かれた貿易投資制度の発展であ
り、1995 年に GATT を改組して設立された世界貿易
機関（WTO）はその象徴でもある 3。WTO は 2001
年には中国、2012 年にはロシアと旧東側諸国も取り
込みつつ拡大を遂げてきた 4（第Ⅰ-1-1-1-16 表）。
　また、冷戦の終結と軌を一にして地域経済統合の試
みも加速しており、アジア太平洋経済協力（APEC�

第Ⅰ-1-1-1-8 図
世界の輸出に占める主要国のシェア

備考：�世界の輸出額上位 5か国（2014 年）を表示。
資料：�国連 Comtrade から作成（2015 年 11 月 30 日データダウンロード）。
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中国の主要輸出品の世界輸出に占めるシェア

資料：�国連 Comtrade�から作成。

0

50

40

30

20

10

（％）

20
14

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

19
99

19
98

19
97

19
96

19
95

履き物（HS64）

履き物

電気機械（HS85）

電気機械

衣類（HS61、62）

衣類

家具（HS94）
鉄鋼製品（HS73） 一般機械（HS84）

精密機械（HS90） 全体

全体

プラスチック（HS39）
自動車（HS87）

（年）

第Ⅰ-1-1-1-10 図
中国の需要項目別 GDP 構成比の推移

備考：�主要先進国の総固定資本形成対GDP比が最大になった年及び比率は、
日本（1973,�36.4%)、ドイツ（1971,�30.0%）など。

資料：�UN�National�Accounts�Aggregates�Database より経済産業省作成
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第Ⅰ-1-1-1-11 図
主要国の GDP に占める投資の割合が最大となった年

備考：�1970 年から 2014 年までの間において、GDPに対する総固定資本形
成が最大となった年とその割合

資料：�UN�National�Accounts�Aggregates より経済産業省作成
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1989 年）、北米自由貿易協定（NAFTA�1992 年）が
設立・締結されるとともに、1993 年には欧州連合（EU）
が設立された。欧州ではその後 2002 年に共通通貨で

あるユーロが導入され、経済統合が更に進化するとと
もに、域内貿易が急拡大した（第Ⅰ-1-1-1-17 図）。
　情報通信技術やコンテナの普及などによる物流効率
化も経済のグローバル化を支えた。主要先進国では
1990 年代以降、中国でも 2000 年代以降にインター
ネット普及率が急上昇しており、2014 年時点での我
が国におけるインターネット普及率 5 は 90.6% となっ
た（第Ⅰ-1-1-1-18 図）。また、我が国からの輸出に
おけるコンテナ利用状況をみると、貿易数量の約 2 倍
程度のペースでコンテナ貨物量が増加しており、物流
効率化に貢献したと考えられる。その結果、我が国全
体の売上高物流コスト比率は 1995 年には 6.13% で
あったものが 2014 年には 4.90% にまで改善している
（第Ⅰ-1-1-1-19 図、第Ⅰ-1-1-1-20 図）。

第Ⅰ-1-1-1-12 図
中国の総固定資本形成・最終消費の対世界比（2014）

資料：�UN�National�Accounts�Main�Aggregates�Database�から作成。
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第Ⅰ-1-1-1-13 図
シンガポールの家計消費・総固定資本形成（対世界比）

資料：�UN�National�Accounts�Main�Aggregates�Database�から作成。
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第Ⅰ-1-1-1-14 図
マレーシアの家計消費・総固定資本形成（対世界比）

資料：�UN�National�Accounts�Main�Aggregates�Database�から作成。
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第Ⅰ-1-1-1-15 図
タイの家計消費・総固定資本形成（対世界比）
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資料：�UN�National�Accounts�Main�Aggregates�Database�から作成。

第Ⅰ-1-1-1-16 表
2001 年以降の WTO 新規加盟国・地域

資料：�UN�National�Accounts�Main�Aggregates�Database�から作成。

2001 リトアニア、モルドバ、中国

2002 台湾

2003 アルメニア、マケドニア

2004 ネパール、カンボジア

2005 サウジアラビア

2007 ベトナム、トンガ

2008 ウクライナ、カーボヴェルデ

2012 モンテネグロ、サモア、ロシア、バヌアツ

2013 ラオス、タジキスタン

2014 イエメン

2015 セーシェル、カザフスタン

3	 1930 年代に蔓延した保護主義が第二次世界大戦の一因となったとの反省から、多国間の貿易自由化を目指し、1948 年に、最恵国待遇・内
国民待遇を大原則とする GATT（関税及び貿易に関する一般協定）が発効した。GATT 締約国は、数次のラウンド交渉�を含む 8 度の多角
的交渉を経て、相当程度の関税削減及び関税以外の貿易関連ルールの整備を実現し、1995 年には、GATT を発展的に改組して WTO（世
界貿易機関）を設立した。

4	 WTO 設立後のラウンド交渉の経緯などは、第 3 部第 1 章第 2 節を参照ありたい。
5	 図は家庭用インターネット利用率の推移であるが、業務上の利用率も同等あるいは家庭用以上のペースで増加しているものと考えられる。
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　こうした結果、1990 年から 2014 年にかけ、世界の
貿易額は 5.4 倍、対外直接投資残高は 10.9 倍、同フロー
は 5.6 倍にまで急拡大した（第Ⅰ-1-1-1-21 図）。世界
的な経済構造も変容し、対外直接投資残高及び財輸出
額の対 GDP 比も 2014 年にはそれぞれ 31.8%、24.6%
と拡大を遂げ、先進国から新興国への流れを中心に、
技術の国際移転も進んだ（第Ⅰ-1-1-1-21 図）。
　貿易により取引される財の内容も年を追うごとに変
化しており、新興国での貿易に必要な資本財や部分品
の貿易が拡大した。例えば、中国による世界からの原
材料・部品等の輸入額は 1990 年から 2013 年にかけて
30 倍に増加したが、生産工程別に分類すると、素材
が 106 倍に拡大した一方で加工品は 22 倍に留まって
いることから、中国における生産工程が単なる組み立
てのみならず、素材を輸入して加工するプロセスにま
で拡大しつつある様子が分かる（第Ⅰ-1-1-1-22 図、
第Ⅰ-1-1-1-23 図）。
　2000 年代以降の新興国のエネルギー需要拡大は原
油価格の高騰をもたらした。1990 年から 2014 年にか
けて、世界の一次エネルギー消費量は 1.6 倍に拡大し

たが、同期間における OECD 加盟国の伸びは同 1.2
倍であったのに対し、非 OECD 加盟国は同 2.1 倍で
あった（第Ⅰ-1-1-1-24 図）。
　産油国は大幅な経常黒字を計上し、「オイルマネー」
という形で海外への投資に振り向けられた（第Ⅰ-1-
1-1-25 図）。また、資源価格の上昇を背景に資源分野
への投資が進み、例えば近年では米国においてシェー
ルオイルの生産が急増している。ブラジル、サウジア
ラビア、ロシアなどの資源国も活況を呈し、急成長を
遂げた（第Ⅰ-1-1-1-26 図）。
　こうした経済の流れは、世界的な産業の構造転換に
結びついた。すなわち、製造拠点が新興国に移転した
ことにより、2000 年以降、新興国・途上国において
総固定資本形成の対 GDP 比が上昇したのに対し、先
進国では低下するという現象が見られた。ただしその
中にあっても、新興国においては最終消費が総固定資
本形成ほどのスピードでは成長しておらず、消費は引
き続き先進国が中心であった（第Ⅰ-1-1-1-27 図）。

第Ⅰ-1-1-1-17 図
EU からの仕向地先別輸出額の推移（兆ドル）
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第Ⅰ-1-1-1-18 図　主要国のインターネット利用率
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資料：世界銀行World�Development�Indicators より経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-1-19 図
我が国からの輸出に係るコンテナ貨物量と数量指数の
変化
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より経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-1-20 図
日本の売上高物流コスト比率（％）
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資料：�日本ロジスティクスシステム協会「2014 年度物流コスト調査報告書」
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第Ⅰ-1-1-1-21 図　世界の輸出額・対外直接投資残高・特許等使用料の対名目 GDP 比推移
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第Ⅰ-1-1-1-22 図
中国輸入額・生産工程別（十億ドル）

0

1,800

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

（10 億ドル）

20
13

20
11

20
09

20
07

20
05

20
03

20
01

19
99

19
97

19
95

19
93

19
91

19
89

19
87

19
85

消費財
資本財
部品
加工品
素材

資本財
（×14）
部品
（×34）

加工品
（×22）

素材
（×106）

備考：�グラフ右側の数値は 1990 年から 2013 年にかけての倍率
資料：�RIETI�TID データベースより経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-1-23 図　中国輸入額・生産工程別シェア
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第Ⅰ-1-1-1-24 図
世界の一次エネルギー消費量（億石油換算トン）
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第Ⅰ-1-1-1-25 図　OPEC 加盟国の経常収支状況
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省作成

第Ⅰ-1-1-1-26 図　ブラジル国内総生産の長期的推移

資料：IMF�WEO,�Octorber�2015 から作成。
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第Ⅰ-1-1-1-27 図　新興国及び先進国の最終消費・投資の世界シェア
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　2000 年代においても消費は引き続き米国や南欧な
ど先進国が中心であり、世界経済の成長を消費面で支
えた。結果的に世界経済危機に至るまでの間、これら
の国への資本流入と経常赤字の拡大が進み、世界的に
経常黒字国と経常赤字国が極端に分離する「グローバ
ル・インバランス」が発現した（第Ⅰ-1-1-2-1 図）。
　米国では 2000 年代に入り与信額が大幅に増大し消
費が拡大、中国などの新興国から大量の商品を輸入し
経常赤字を拡大させた（第Ⅰ-1-1-2-2 図）。こうした
経常赤字を賄ったのが中国や我が国といった経常黒字
国などからの資金流入であった（第Ⅰ-1-1-2-3 図、
第Ⅰ-1-1-2-4 図）。しかしながら 2008 年になり、住
宅価格の上昇期待を背景に組まれていたサブプライム

ローンが住宅価格の下落を背景に不良債権化し、世界
経済危機の一因となった。
　欧州でもユーロ圏で名目金利である政策金利が統一
されたため、当時好景気で高インフレ率であったスペ
イン等において実質金利が低下し、景気のさらなる加
熱が発生した。与信膨張により借入増を伴いながら消
費が拡大する一方、ドイツ等の製品が輸出され、欧州
域外だけでなく域内でも経常黒字国と経常赤字国が分
離するインバランスが拡大した。金融面では、ドイツ
等の銀行が南欧諸国等の高い名目金利を求め資金を貸
し出し、南欧諸国はこれにより経常赤字を賄っていた。
2010 年に入り、南欧諸国の国債に対する信認が崩れ、
ユーロ危機が発生した（第Ⅰ-1-1-2-5 図）。

2．グローバル・インバランスと世界経済危機

第Ⅰ-1-1-2-1 図　世界の主要国における経常収支の推移

備考：南欧はスペイン、ポルトガル、イタリア、ギリシアを指す
資料：IMF�World�Economic�Outlook�Database�October�2015 より経済産業省作成
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第Ⅰ-1-1-2-2 図　米国の非金融部門債務・対 GDP 比

資料：�BIS�total�credit�statistics より経済産業省作成
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第Ⅰ-1-1-2-3 図　主要国銀行セクターの対米債権（兆ドル）

備考：�2010 年のデータの一部に欠損値（フランス）がある
資料：�BIS�Consolidated�banking�statistics より経済産業省作成
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第Ⅰ-1-1-2-4 図　外国による米国債保有残高と日中のシェア

資料：�US�Department�of�Treasury より経済産業省作成
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第Ⅰ-1-1-2-5 図　EU28 における経常収支動向（十億米ドル）

資料：�IMF�World�Economic�Outlook�Database�October�2015 より経済産業省作成
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　ユーロ危機後は各国の緊縮策により EU 全体で経常
黒字国が増加した。例えばスペインでは、1990 年代
後半以降、家計部門及び企業部門の債務拡大を伴い消
費を拡大させ、ユーロ圏の景気をけん引していたが、
その結果として 2000 年代に入ってから経常赤字を急
拡大させていた。ユーロ危機後は不良債権処理により
景気が減速するとともに、経常収支が黒字転化するに

至った（第Ⅰ-1-1-2-7 図、第Ⅰ-1-1-2-8 図、第Ⅰ-1-
1-2-9 図）。すなわち、2008 年時点では EU28 のうち
経常黒字国はドイツ、スウェーデン、オランダ、オー
ストリア、デンマーク、フィンランド、ルクセンブル
クの 7 カ国のみであったのが、2014 年時点では、イ
タリア、スペイン、ギリシャ、ポルトガルなどを含む
21 カ国まで拡大している（第Ⅰ-1-1-2-6 図）。

第Ⅰ-1-1-2-6 図　EU28 経常収支の世界経済危機前後における変化（十億ドル）

資料：�IMF�World�Economic�Outlook�Database�October�2015 より経済産業省作成
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　新興国の経済成長とグローバルバリューチェーンの
深化は、新興国間の経済関係の拡大をもたらした。特
に、中国の急速な経済成長による周辺国との経済関係
の変化は特に世界経済危機後の変化について特筆すべ
きものがある。例えば、各国別に最大の貿易相手国を
地図上にプロットしてみると、日、米、欧などを最大
の貿易相手国とする国が減少し、中国を最大の貿易相
手国とする国が増加していることが分かる（第Ⅰ-1-
1-3-1 表）。本項では、こうした新興国間の経済関係
拡大がこれまで先進国企業を中心に構築されてきた生
産ネットワークに与える影響等について分析する。

（1）	東アジア・ASEANをはじめとした生産ネット
ワークの変化

① 中国における最終需要の拡大
　東アジア・ASEAN では、我が国企業等の海外展開
と密接な関連を保ちつつ、域内での国際的な生産分業
が発達してきたと言われてきた。具体的には我が国や
韓国から中間財が中国・ASEAN に輸出されるととも
に、ASEAN 域内・中国 ASEAN 間の域内取引を通
じて組み立てられた最終財が中国・ASEAN から欧米
へ輸出されてきた 6。
　こうした構造は中国の経済発展とともに変化しつつ

3．新興国間の経済関係拡大

第Ⅰ-1-1-2-8 図　スペインの実質 GDP 成長率推移

-5

10

5

0

（％）

20
14

20
12

20
10

20
08

20
06

20
04

20
02

20
00

19
98

19
96

19
94

19
92

19
90

19
88

19
86

19
84

19
82

19
80

資料：�IMF�World�Economic�Outlook�Database�October�2015 より経済産業
省作成

第Ⅰ-1-1-2-9 図
スペインにおける経常収支動向（十億米ドル）
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資料：�World�Economic�Outlook�Database�October�2015 より経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-3-1 表　日本・米国・EU15・中国のうち最大の貿易相手国（地理的分布）

出典：Global�Trade�Atlas より経済産業省作成。

2008 2010

2012 2014

黄色：4地域中、日本が最大の貿易相手
赤　：4地域中、中国が最大の貿易相手
青　：4地域中、EU15 が最大の貿易相手
緑　：4地域中、米国が最大の貿易相手
※ 4地域自身は、貿易額に関わらずそれぞれの色
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あり、特に世界経済危機を契機に加速化した。各国の
財・サービス輸出が国境を越えた生産ネットワークを
通じて最終的にどの国の需要を満たすものなのかを示
す「付加価値輸出」については、90 年代・2000 年代
を通じて日米が最大の最終需要地であったものが、世
界経済危機以降、韓国・台湾・タイ・マレーシア・オー
ストラリアなどが中国を最大の最終需要地とするよう
に変化した（第Ⅰ-1-1-3-2 表）。
　ASEAN 全体でも 2011 年時点では依然として米国
が最大の最終需要地であるものの、2009 年には中国
が我が国を追い越すなど、最終需要地としての中国の
存在感が高まっている 7（第Ⅰ-1-1-3-3 図）。

　この背景には、中国国内の所得向上に伴う民間消費
の拡大に加え、世界経済危機後の中国政府による景気
対策・建設需要拡大の影響もあって、資源を中心に対
中輸出が伸びたことがあると考えられる。中国におけ
る不動産投資の海外への波及効果を示す、中国の建設
需要に対する国外付加価値の対各国ＧＤＰ比は、2009
年時点でブルネイ（1.65%）やマレーシア（1.07%）な
どの資源国を中心に高くなっている 8（第Ⅰ-1-1-3-4
図）。
　こうした最終需要地の先進国から中国へのシフトの
結果、東アジア各国の経済動向が建設需要も含めた中
国経済の動向に左右され易くなりつつあると評価できる。

第Ⅰ-1-1-3-2 表　各国・地域の財サービス輸出に対する最大の最終需要提供国（地理的分布）

出典：OECD�TiVA より経済産業省作成。

黄：日本が最大の最終需要提供国
赤：中国　　　　　〃
青：ドイツ　　　　〃
橙：フランス　　　〃
緑：米国　　　　　〃
茶：ロシア　　　　〃
灰：その他の国　　〃
※それぞれ自国は除く。

1995 2000

2008 2009

2005

2010 2011

6	 通商白書 2014
7	 直接的な輸出額も対中輸出シェアは ASEAN 各国で上昇。特にミャンマー・ラオスにて顕著。
8	 2009 年時点における中国の建設需要に対する付加価値の源泉は、89.3% が中国国内であるのに対し、残りの 10.7% が海外由来。対各国

GDP 比は本文にあるとおり資源国において高いが、付加価値額そのものは、日本（1.06%）、米国（0.82%）、ASEAN（0.82%）と日本が最
大の付加価値提供国である。
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② 	生産者としての中国の地位向上とグローバルバ
リューチェーンの変化

　以上、最終需要の側面から新興国間の経済関係の変
化を概観したが、生産分業のあり方についても中国の
経済成長に伴い変化が見られる。前述のとおり、グロー

バルバリューチェーンの拡大は、日系企業を含めた先
進国企業による直接投資により主導されてきたことか
ら、新興国からの輸出名目額が増加したとはいえ、実
際に最大の付加価値を付けている国は先進国である場
合がほとんどであった。例えば米国の財輸入額は
2002 年に日中のシェアが逆転し、以降は中国からの
輸入が日本からの輸入を上回っているが、付加価値輸
入額は 2006 年頃までの間、日本の方が中国を上回っ
ていた 9（第Ⅰ-1-1-3-5 図）。
　このように、これまで世界の多くの国において、最
終需要に対する最大の付加価値輸入相手国は先進国、
特に日米独の 3 カ国であった。しかしながら世界経済
危機を挟み、中国を最大の付加価値輸入相手国とする
国が世界各地で拡大し、例えば 2011 年時点で日本を
最大の付加価値輸入相手国とする主要国は中国及びタ
イに限られている（第Ⅰ-1-1-3-6 表）。
　中国企業の生産力向上に伴い、中国の輸出入の担い
手にも変化が見られる。90 年代後半以降、中国の輸
出に占める外資系企業比率は一貫して向上してきた
が、2005 年をピークに反転、2015 年は 44.1% と 1998
年頃の水準まで低下している（第Ⅰ-1-1-3-7 図）。

資料：OECD�Trade�in�Value�Added�Database より経済産業章作成
出典：OECD�TiVA より経済産業省作成。

第Ⅰ-1-1-3-3 図　ASEAN による付加価値輸出に対する最終需要地と地理的分布
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中国の建設需要に対する国外付加価値の割合（2009）

0.0

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

（％）

日
本

米
国

A
S
E
A
N

豪
州

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

韓
国

ド
イ
ツ

ロ
シ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

台
湾

イ
ン
ド

香
港

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

チ
リ

その他
サービス
建設
金属
化学
鉱業

中
国
の
建
設
需
要
を
10
0％
と
し
た
場
合
の
国
別
波
及

資料：�OECD�Trade�in�Value�Added より経済産業省作成

9	 ちなみにこの時期の米国にとっての最大の付加価値輸入国はカナダであったと考えられる。
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第Ⅰ-1-1-3-6 表　各国の最終需要に対する付加価値創出国（地理的分布）

出典：OECD�TiVA より経済産業省作成。

黄：日本が最大の付加価値創出国
赤：中国　　　　　〃
青：ドイツ　　　　〃
緑：米国　　　　　〃
茶：ロシア　　　　〃

1995 2000

2008 2009

※それぞれ自国・地域は除く。

2005

2010 2011

灰：その他の国　　〃

第Ⅰ-1-1-3-5 図
米国の名目輸入額・付加価値輸入額に占める日中の
シェア

0

（年）

25

20

15

10

5

（％）

日本（名目額） 中国（名目額）
日本（付加価値額） 中国（付加価値額）

20
15

20
14

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

19
99

19
98

19
97

19
96

19
95

付加価値輸入額の
日中逆転
（2006 頃）

名目輸入額の
日中逆転
（2002）

備考：�付加価値額は 1995,�2000,�2005,�2008,�2009,�2010,�2011 以外はデータ
が存在せず、その間は毎年同割合で変化するものと仮定

資料：�Global�Trade�Atlas,�OECD�TiVA より経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-3-7 図
中国の輸出入に占める外資系企業の比率
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　こうした動きの一側面として、ASEAN のグローバ
ルバリューチェーンにおける位置づけの変化が見られ
る。まず、ASEAN の名目的な財・サービス輸出額に
対する付加価値の源泉については、日本由来の割合が
減少し、中国由来の割合が増加しつつある。90 年代
後半から 2000 年頃にかけては、ASEAN の輸出額の
うち約 1 割は日本由来であったのに対し、中国からの
追い上げの結果、2011 年時点では、ほぼ同割合となっ
ている。また、貿易財の構成にも変化が見られる。
ASEAN の対中輸出については、引続き中間財（加工
品・部品）が取引の中心ではあるものの、世界経済危
機以降、部品の割合が低下し、より素材に近い加工品
や素材 10 そのものの割合が増加傾向にある（第Ⅰ-1-
1-3-8 図、第Ⅰ-1-1-3-9 図）。

　ここから、我が国企業の ASEAN における分業の
あり方が変化しつつあることに加え、従来の先進国企
業を軸とした生産ネットワークとは別に、中国・
ASEAN 間の経済統合が独自に発展しつつあることが
示唆される。この背景には、国有企業・民間企業といっ
た中国企業の成長に加え、中国政府による企業の海外
進出支援や中国 ASEAN 自由貿易協定の締結など、
制度的な要因も存在すると考えられる。
　中国の技術力・生産能力向上に伴い、中韓貿易のあ
り方も変化の兆しが見られる。1992 年の国交樹立以
降、当初は韓国から中国向けに主に軽工業品が輸出さ
れ、中国からは資源や農産物等の一次産品が輸入され
る垂直貿易であった。対外直接投資についても、中小
企業が中国の低廉な労働力を利用した労働集約的な繊
維や衣服等のような小規模な軽工業が多かった。中国
の世界貿易機関（WTO）加盟を契機に、2002 年以降、
韓国の対中直接投資 11，12 は急増したが、当時は中国
に進出しても、生産に必要な部材については韓国から
輸入する割合が高く、中国に進出している韓国企業向
けの原材料や中間財、資本財等の輸出が誘発された 13

（第Ⅰ-1-1-3-10 図）（第Ⅰ-1-1-3-11 図）。
　韓国の対中直接投資は 2007 年をピークに一段落し、
また中国に進出した韓国企業も中間財の現地調達化を
進めていった結果、韓国からの中間財の調達率は低下
した。2005 年時点では、中国の財サービス輸出のう
ち 4.0% は韓国由来の付加価値であったが、2011 年時

第Ⅰ-1-1-3-8 図
ASEAN からの製造業輸出に占める付加価値の割合（日
本・中国）
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資料：�OECD�Trade�in�Value�Added�Database より経済産業省作成

第Ⅰ-1-1-3-9 図
ASEAN による対中輸出の品目構成の変化
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第Ⅰ-1-1-3-10 図
韓国の対外直接投資額の推移（業種別、フロー）

資料：韓国輸出入銀行、CEIC のデータベースから作成。
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10	 素材自体は足下でシェアが低下している。
11	 韓国の対外直接投資は製造業が最も多く、エレクトロニクスや自動車、鉄鋼等が中心であり、資源確保のための鉱業分野への投資も積極

的に行われている。地域別ではアジアが最大の投資先で、北米、欧州の順となっている。
12	 韓国への対内直接投資についても、海外からの投資を順調に呼び込んでおり、2000 年以降は GDP 比 10% 以上で推移。2015 年の対内直接

投資額（申告ベース）は、約 210 億ドルで前年比 10.0% 増で過去最高を更新した。業種別では、サービス業、特に金融 ･ 保険が大きく増え、
製造業は減少。国・地域別では米国、中国、中東からが著しく増加した一方、日本と欧州からは減少した。

13	 向山英彦「強まる韓国の中国との経済関係」（2014 年 3 月）
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点では、これが 2.7% まで低下している 14（第Ⅰ-1-1-
3-12 図）。韓国の中国向けの財別輸出の構成比も、中
間 財（部 品・ 加 工 品） が 占 め る 割 合 が 2013 年 で
76.8% と 2000 年と比べ約 1 割低下している。中国の
中間財投入の自給率が 1% 上昇すると韓国の中国向け
輸出は 8.4% 減少し、これにより韓国の GDP は 0.5%
減少するとの推計もある 15。
　韓国国内では中国の追い上げに対する危機感が強
まっていると言われている 16。中国では、韓国の主要
産業である半導体、パネルディスプレー、石油化学、
鉄鋼等といった中間財の分野において技術力を高め、
その生産能力を拡大してきている。中国国内において
多くの部材の生産が可能となり自主調達率が高まった
結果、韓国への輸入依存度も低下してきている 17。
　また、中韓貿易は輸出入品目間の類似性が高く、
2015 年には集積回路、液晶デバイス、無線通信機器、
半導体が主要輸出入品目として重複している（第Ⅰ-�
1-1-3-13 表）。対世界輸出品目も同様に重複が多
く 18、2014 年における両国間の輸出品目構成の類似
性を見るためにスピアマンの順位相関係数 19 を算出
したところ、中韓間は 0.803 と日中間（0.768）や日独
間（0.664）と比べ品目構成に類似性が高いことが示
唆された（第Ⅰ-1-1-3-14 表）（第Ⅰ-1-1-3-15 表）。
　東アジアや東南アジア諸国のみならず、資源国を中
心に最終需要先あるいは付加価値創出国として中国の
存在感が世界各国で増している。中国政府はアジア・
欧州・アフリカ東岸 20 との経済関係強化を掲げてい
るが、これらの地域との貿易が中国全体の貿易に占め
る割合は、輸出で 5 割強、輸入で 6 割弱である（第Ⅰ-�

第Ⅰ-1-1-3-11 図
韓国の対外直接投資額の推移（国・地域別、フロー）

資料：�韓国輸出入銀行、CEIC のデータベースから作成。
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第Ⅰ-1-1-3-12 図
中国の財サービス輸出に占める国外付加価値創出割合
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資料：OECD�Trade�in�Value�Added�Database より経済産業省作成

14	 ただし中国がエレクトロニクスの分野で国内外の生産・販売を伸ばした結果、中国向け中間財の輸出はそれ以降も好調が続き、2015 年の
中国向けの輸出品目を見てみると、集積回路、液晶デバイス、自動車部品、半導体等といった中間財が上位を占めている。

15	 韓国現代経済研究院「中国経済の自給率上昇が韓国経済に及ぼす影響」（2015 年 7 月）
16	 韓国の政府系シンクタンク産業研究院（KIET）も、韓国の主力 9 産業の対中国の競争力について「鉄鋼、繊維、衣類は中国に対して韓国

が劣位」、「造船、石油化学、通信機器、家電、液晶ディスプレーは中国との競争が激化」、「一般機械、半導体は韓国のやや優位が持続」、
「韓国企業の優位が持続しているのは自動車」と評価している（産業研究院「中国のキャッチアップ現況と韓国の産業競争力」（2014 年
10 月））。

17	 中国は政策的にも「産業構造高度化政策の一環で主力産業での自給率を高め加工貿易を減らしている�」（韓国現代経済研究院「内外経済
リスク診断と展望」（2015 年 11 月））と言われており、中国の加工貿易比率は 2000 年の 55% から 2015 年の 35% まで低下している（「中
国海関統計」から算出）。

18	 中国と韓国の主力輸出品目を HS4 桁ベースで見てみると、上位品目で集積回路、液晶デバイス、無線通信機器、自動車部品といった品目
に重複が見られる。

19	 2014 年の各国の品目別輸出額（HS4 桁ベース）から品目別輸出額順位を作成し順位相関係数を算出した。スピアマンのρ（ロー）は± 1
間の値を取り、品目順位が正の相関を示すほど値は 1 に近づき、二国間の輸出品目は類似し、競合度が高くなるとみることができる。

20	 これらの地域については、中国の習近平国家主席が 2013 年 9 月にカザフスタン訪問中に「新シルクロード経済ベルト」構想（陸路）を、
翌 10 月にインドネシア国会で行った講演の中で「21 世紀海上シルクロード」構想（海路）を提唱。中国は、この 2 つのシルクロードを
あわせて「新シルクロード（一帯一路）」構想と呼んでいる。当該地域における、道路、鉄道、港湾、通信、エネルギー等のインフラを整
備して、中国とのコネクタビリティを改善し、人、モノ、資金、情報等の流れを拡大して、対象地域の経済・産業の振興を図り、中国の
輸出に寄与することが期待されている。対象国の明確な規定はないが、国家発展改革委員会の公表（2016.２）によれば、2015 年にトルコ、
ポーランド等の約 30 か国が「一帯一路」了解備忘録に署名したとされる。また、我が国の民間シンクタンクによる中国商務部調査部門へ
の委託調査報告書（みずほ総合研究所「中国シンクタンクが明かす『新シルクロード構想』全容～201 年度中国商務部国際貿易経済合作
研究員への委託調査」（2015.７.22））によれば、陸路については、中央アジア、南アジア、ロシア CIS、欧州、海路については、東アジア、
東南アジア、南アジア、ペルシャ湾岸、紅海・アフリカ東岸まで及び、広い意味では陸路・海路あわせて約 90 か国にも及ぶ広大な地域を
対象としている。ここでは、仮に後者が対象となるとして中国との貿易投資関係について記した。
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1-1-3-16 表、第Ⅰ-1-1-3-17 図、�第Ⅰ-1-1-3-18 図）。
　中国とこれら地域との貿易の財別構成を見ると、中
国は、素材（原油、鉱石等の未加工の資源）等を輸入
し、加工品（鉄鋼・金属、化学品等）や消費財を中心
に輸出している。輸出入の相手国別に最も大きなシェ
アを占める財を表示したのが第Ⅰ-1-1-3-19 図で、輸
入においては、西アジア、中東、アフリカ西岸は素材
のシェアが高い国が多い。輸出においては、中央アジ

韓国の対中国主要輸出品目� （百万ドル）韓国の対中国主要輸入品目� （百万ドル）

2000 年 2000 年
鉱物性燃料 1,625 石炭 698
熱電子管、テレビジョン用撮像管 1,231 とうもろこし 660
環式炭化水素 670 事務機器部品 412
ポリカルボン酸 578 コンピュータ 404
エチレン重合体 518 半導体 352
事務機器部品 463 鉱物性燃料 309
うしのなめし皮 436 集積回路 269
紡織用繊維の織物 435 変圧器、整流器 261
集積回路 430 冷凍魚 248
ステンレス鋼のフラットロール製品 420 銑鉄及びスピーゲル 242
全体 18,455 全体 12,348

韓国の対中国主要輸出品目� ( 百万ドル）韓国の対中国主要輸入品目� ( 百万ドル）

2015 年 2015 年
集積回路 24,270 集積回路 8,649
液晶デバイス 15,308 無線通信機器 8,472
環式炭化水素 6,355 コンピュータ 3,101
無線通信機器 6,231 液晶デバイス 2,179
自動車部品 5,410 電気絶縁線、ケーブル 2,140
警報機、サイレン 4,336 半導体 1,897
鉱物性燃料 3,311 熱間圧延フラットロール製品 1,604
半導体製造装置 2,756 鉄鋼製の構造物 1,482
電気回路部品 2,735 事務機器部品 1,111
半導体 2,225 印刷基盤 1,103
全体 137,124 全体 90,250

第Ⅰ-1-1-3-13 表　韓国の対中国輸出入上位 10 品目の比較（2000 年と 2015 年）

備考：品目はHS4 桁分類
資料：Global�Trade�Atlas から作成。

第Ⅰ-1-1-3-14 表　中国と韓国の上位 10 位主要輸出品目の比較（対世界）

備考：品目はHS4 桁分類�
資料：Global�Trade�Atlas から作成。�

中国の主要輸出品目� （百万ドル、％）

　 2014	年 2015 年	 　
前年比

無線通信機器 195,317 213,412 9.3�
コンピュータ 163,421 137,303 -16.0�
集積回路 61,213 70,125 14.6�
照明器具 31,109 35,792 15.1�
液晶デバイス 34,701 33,961 -2.1�
半導体 30,641 33,585 9.6�
家具と部品 28,442 29,172 2.6�
事務機器 31,233 28,918 -7.4�
自動車部品 28,477 28,285 -0.7�
旅行用品、鞄 27,130 28,270 4.2�
全体 2,343,222 2,280,541 -2.7�

韓国の主要輸出品目� （百万ドル、％）

　 2014 年	 2015	年 　
前年比

集積回路 51,544 52,173 1.2�
自動車 44,821 41,721 -6.9�
石油製品 48,818 30,622 -37.3�
無線通信機器 27,667 29,855 7.9�
自動車部品 24,265 23,053 -5.0�
船舶 21,836 21,570 -1.2�
液晶デバイス 24,884 21,487 -13.7�
航行以外の船舶 16,330 16,487 1.0�
環式炭化水素 10,601 8,317 -21.5�
テレビ・ラジオの部品 7,240 6,013 -16.9�
全体 572,665 526,757 -8.0�

第Ⅰ-1-1-3-15 表
中国と韓国の輸出品目構成の類似性の比較（2014 年）

0.664

0.768

0.803

中国

韓国

ドイツ

日本

＊数字は輸出品目構成の
類似性を示す（最大値 1）

資料：Global�Trade�Atlas�から経済産業省が作成。
　　　�2014 年の各国のHS4 桁ベースの輸出品目の組み合わせについて
　　　スピアマンの順位相関係数ρを算出。

第Ⅰ-1-1-3-16 表
中国の主要な対外経済関係国（アジア・欧州・アフリカ）

中央アジア カザフスタン、キルギス、タジキスタン、ウズベキス
タン、トルクメニスタン、モンゴル

南アジア インド、パキスタン、バングラデシュ、ネパール、ブー
タン、スリランカ、モルディブ、

東南アジア
ベトナム、タイ、ミャンマー、マレーシア、シンガポー
ル、インドネシア、フィリピン、ラオス、カンボジア、
ブルネイ、東ティモール

中　東
アフガニスタン、イラン、イラク、シリア、ヨルダン、
イスラエル、サウジアラビア、UAE、オマーン、クウェー
ト、バーレーン、カタール

中東欧

ロシア、ポーランド、ベラルーシ、チェコ、スロバキ
ア、ハンガリー、スロベニア、クロアチア、ルーマニ
ア、ブルガリア、セルビア、モンテネグロ、マケドニ
ア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、アルバニア、エスト
ニア、リトアニア、ラトビア、アゼルバイジャン、グ
ルジア、アルメニア、ウクライナ

西　欧 EU加盟国

アフリカ エジプト、スーダン、エチオピア、タンザニア、南ア
フリカ

備考・資料：�
１．�新シルクロード沿線国と思われる国を中心に、中国国家発展改革委員会、

銀行業監督管理委員会等のウェブサイト、民間委託調査報告書等から
作成。

２．地域区分は便宜的に分けたもの。
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ア、ロシア、ヨーロッパに消費財が最も大きなシェア
を占める国が広く分布している。東南アジア、南アジ
アは、輸出入とも加工品（鉄鋼・金属、化学品等）が
最も大きなシェアを占める国が多い。
　なお、こうしたグローバルバリューチェーンのあり
方の変化は、東アジアにとどまらず、世界的な財貿易
量の減速という観点からグローバルな現象としても捉
えられるとの見解もあり 21、例えば 2015 年に開催さ
れた G20 貿易担当大臣会合でも議論された 22。世界

の輸入数量伸び率を実質 GDP 成長率で除した弾性値
は、IT バブルや世界経済危機などの時期に大きく増
減しつつも、1990 年代以降、長期的に低下傾向にあ
ることが窺える。2012 年以降は輸入数量伸び率が実
質 GDP 成長率を下回る傾向となっており、世界の貿
易量の対 GDP 比は減少に転じている 23。その背景と
しては、世界的な産業の垂直統合のあり方が変化して
いることなどが指摘されている 24（第Ⅰ-1-1-3-20 図）。

第Ⅰ-1-1-3-17 図
中国のアジア・欧州・アフリカ東岸向け輸出の推移
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備考：�陸路、海路は新シルクロードの対象国と見られる国で集計。なお、
陸路と海路に重複して対象となる国があるために、全体は陸路・海
路の合計と一致しない。

資料：�Global�Trade�Atlas�から作成。

第Ⅰ-1-1-3-18 図
中国の輸出に占めるアジア・欧州・アフリカ東岸のシェ
アの推移

0

70

60

50

40

30

20

10

（％）

（年）20
15

20
13

20
11

20
09

20
07

20
05

20
03

20
01

19
99

19
97

19
95

20
13

20
11

20
09

20
07

20
05

20
03

20
01

19
99

19
97

19
95

（輸出） （輸入）

陸路 海路 全体

備考：�陸路、海路は新シルクロードの対象国と見られる国で集計。なお、
陸路と海路に重複して対象となる国があるために、全体は陸路・海
路の合計と一致しない。

資料：�Global�Trade�Atlas�から作成。

第Ⅰ-1-1-3-19 図
中国とアジア・欧州・アフリカ東岸の貿易の財別構成（最
も大きなシェアを占める財）
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備考：地図は概略。
資料：�世銀WITS データベースを通じて取得した、国連 Comtrade のデー

タから作成。

21	 Constantinescu,�Mattoo,�and�Ruta�（2015）,�The Global Trade Slowdown: Cyclical or Structural?, IMF Working Paper, WP/ 15 / 6 ,�
January�2015,�International�Monetary�Fund

22	 Chairman’s Summary Meeting of G20 Trade Ministers,�Istanbul,�October�6,�2015
23	 ただしサービス貿易は引き続き対 GDP 比を伸ばしている。詳細は第 3 章第 1 節参照。
24	 Constantinescu,�Mattoo,�and�Ruta�（2015）
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（2）中国企業等の海外展開
① 中国企業の海外進出と対外直接投資
　2000 年代初め頃から、中国政府は中国企業の積極
的な海外進出（「走出去」）を提唱しており、その結果、
対外直接投資は 2000 年代に急速に拡大、2014 年には
対内直接投資にほぼ拮抗する水準にまで成長している
（第Ⅰ-1-1-3-21 図）。また、世界の中でも、中国は、
2014 年のフローベースで、米国、香港に次いで世界
第 3 位、ストックベースでも世界第 7 位の規模に成長
している（第Ⅰ-1-1-3-22 図、第Ⅰ-1-1-3-23 図）。
　中国の対外直接投資は地域別には、香港が全体の
2/3 を占め、次いでルクセンブルク、ケイマン諸島な
ど金融集積地が多い（第Ⅰ-1-1-3-24 図）。その他は
米国、豪州等となっている。業種別には、リース・対
事業所サービス、卸売業、鉱業、金融業が多く、つい

で製造業となっている（第Ⅰ-1-1-3-25 図）。投資先
別に特色があり、香港向けは対事業所サービス、卸小
売、金融業、豪州向けは資源獲得を目指して鉱業が大
きなシェアを占めている。
　また、中国企業は海外進出のための外貨を香港にお
ける株式市場等により調達することが多く、2015 年
の全世界の新規株式公開では、ニューヨーク証券取引
所を抑え、香港証券取引所がトップとなった。
　2000 年代、中国はクロスボーダーM&A も着実に
伸ばしている。米国や英国など欧米主要国が、世界経
済危機後の落ち込みから伸び悩んでいる中で、中国は
堅調に M&A 件数を伸ばしており、2014 年には世界
第 7 位の水準に達している（第Ⅰ-1-1-3-26 図）。
　2011 年以降、中国によるクロスボーダーM&A は
微増しつつも概ね年間 250 件前後で推移している。相
手国別には先進国が中心であり、業種別にはかつて多

第Ⅰ-1-1-3-21 図　中国の直接投資の推移
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備考：�商務部統計では、金融を含む全体額については 2006 年以降の公表。
金融を除く統計は 2002 年以降。

資料：�中国商務部、CEIC�database�から作成。

第Ⅰ-1-1-3-22 図　主要国の対外直接投資（フローベース）

備考：�2014 年の上位 5か国・地域を表示。
資料：�UNCTAD�ウェブサイトから作成。
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備考：�2014 年末時点で上位 10 か国・地域を表示。
資料：�UNCTAD�ウェブサイトから作成。

第Ⅰ-1-1-3-20 図
世界の実質 GDP 成長率と輸入数量伸び率の関係（弾性
値）
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資料：�IMF�World�Economic�Outlook 及び CPB�World�Trade�Monitor より経
済産業省作成。
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第Ⅰ-1-1-3-23 図　主要国の対外直接投資（ストックベース）

備考：�2014 年の上位 5か国・地域、日本、中国を表示。
資料：�UNCTAD�ウェブサイトから作成。

備考：�2014 年末時点で上位 10 か国・地域を表示。
資料：�UNCTAD�ウェブサイトから作成。
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第Ⅰ-1-1-3-25 図　中国の対外直接投資（業種別）
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資料：�中国商務部、CEIC�database�から作成。

第Ⅰ-1-1-3-24 図　中国の対外直接投資（地域別）
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いない。

資料：�中国商務部、CEIC�database�から作成。

第Ⅰ-1-1-3-26 図　世界のクロスボーダーM&A（買収）件数

備考：�2014 年の上位 7か国を表示。
資料：�UNCTAD�ウェブサイトから作成。
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かった資源エネルギーの割合が減少し、産業・金融・
消費財の割合が増加している（第Ⅰ-1-1-3-27 図）。
　また、インフラ投資との関連では、世界各地で中国企
業による港湾 / 空港サービス・海運 / 航空サービスの
M&A による買収も進められている（第Ⅰ-1-1-3-28 図）。

② 資源国を中心とした中国の経済協力 25

　中東や中央アジアを中心に、資源国では輸出に占め
る中国の割合が増加しており、同時に、中国からこれ

らの国への経済協力額も増加している（第Ⅰ-1-1-3-
29 図）。中国による経済協力プロジェクトにより建設
された道路、鉄道等のインフラは、これら資源国と中
国との物流を活発化させ、また石油・天然ガスのパイ
プライン等は、海外からの資源獲得に寄与することが
考えられる 26。
　中国の経済協力は、世界経済危機後、特に直近の
2014 年は勢いが鈍ったものの、2000 年代に急増して
いることが分かる（第Ⅰ-1-1-3-30 図）。2000 年から

第Ⅰ-1-1-3-27 図　中国のクロスボーダーM&A（買収）件数（相手国・業種別）

備考：2011 年から 2015 年までの累計
資料：Thomson�Reuters より経済産業省作成
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資料：Thomson�Reuters より経済産業省作成
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資料：Thomson�Reuters に掲載されている案件を転載

25	 中国の「対外経済合作」は「Economic�Cooperation�with�Foreign�Countries�or�Regions」（中国国家統計局「中国統計年鑑」）と英訳され
るが、中国は OECD に加盟しておらず、日本で考えられる ODA 等による開発途上国への協力とは異なる可能性はある。「対外経済合作」
は「対外工事請負」と「対外労務協力」を包括する概念とされている。

26	 中国はアジアにおけるインフラ投資を推進するための新たな金融機関としてアジアインフラ投資銀行（AIIB）の設立も主導している。
AIIB は 2015 年 12 月に 57 か国を創立メンバーとして発足し、本年 1 月の総会・理事会を経て正式に開業したが、我が国や米国は参加し
ていない。また、中国は 2014 年末自国が掲げる「一帯一路」構想沿線国家のインフラ、資源開発、産業協力及び金融協力等の連結性関連
プロジェクトへの投融資を通じて、共同発展、共同繁栄を促進することを目的とした「シルクロード基金」（規模 400 億ドル）を創設した。
同基金は中国独自の判断により案件を決定することが可能で、すでに案件第一号として、2015 年 4 月にパキスタンの水力発電所建設事業
への投資決定が報道されている。
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2014 年までの間に、経済協力額は、金額ベースで 17
倍、14 年間の年平均成長率は 22.4%、世界経済危機直
前には前年比 40% 近い伸びを示していた。相手地域

別には、アジア、アフリカの 2 地域が金額で突出して
おり、特に全体に占めるアフリカのシェアは 2000 年
の 13.1% から 2014 年には 37.2% へ上昇するなど目覚
ましい（第Ⅰ-1-1-3-31 図）。
　直近の 2014 年は、全体としてはアジア向けの経済
協力額が多いが、国別では、上位 3 位まではアフリカ
（エチオピア、アンゴラ、アルジェリア）が占め、サ
ウジアラビア、ベネズエラが続く（第Ⅰ-1-1-3-32 図）。
経済協力額が多い国を地図上に示したのが第Ⅰ-1-1-
3-33 図で（色が濃いほど経済協力額が大きい）、経済
協力相手国は全世界をカバーしているが、特にアフリ
カ、東南アジア、南アジア、中東などに多い。
　また、最近ではカザフスタン、トルクメニスタン、
エチオピアにおいてプロジェクト完成額が増加してお
り、パキスタン、サウジアラビア、イラク、インドネ
シア等のアセアン諸国等においても拡大傾向にある
（第Ⅰ-1-1-3-34 図）。

第Ⅰ-1-1-3-29 図　主な資源国の輸出に占める中国の割合と中国からの経済協力

資料：�IMF�「Direction�of�Trade�Statistics�/�Yearbook�2014」から作成。 資料：�中国商務部、CEIC�database から作成。
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第Ⅰ-1-1-3-31 図　中国の経済協力（プロジェクト完成額）の地域別シェア
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第Ⅰ-1-1-3-32 図　中国の主要国別の経済協力額（プロジェクト完成額 / 2014）

資料：�中国商務部、CEIC�database�から作成。
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第Ⅰ-1-1-3-33 図
中国の経済協力相手国・地域の分布（2014）

備考：色の濃いほど経済協力額が大きい。
資料：中国商務部、CEIC�database�から作成。
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　中国の経済協力プロジェクトについては、大型のイ
ンフラ・プラント建設案件が増加しているが、中国に
よる海外へのインフラ協力の進展を示す最近の具体的
事例として 27、2015 年 9 月には、インドネシアの高
速鉄道案件の受注が報じられた。また、先進国向けの
大型インフラ案件への協力事例としては、2015 年 10
月の英中首脳会談において、中国製原子力発電所の導
入推進も合意されている。さらに、2016 年に入って
からは、習近平主席の中東歴訪で、サウジアラビア、

イランとの間で、原子力発電所や高速鉄道の建設を含
む経済協力に関する合意文書を交わしたことが報道さ
れた（第Ⅰ-1-1-3-35 図）。
　また、国による相違はあるものの、総じて、インフ
ラ投資とともに、中国から対象国に輸出される財の構
成も、資本財の割合が高水準で推移する傾向にあるこ
とが読み取れる。�（第Ⅰ-1-1-3-36 図）

第Ⅰ-1-1-3-34 図　中国の主要国別経済協力（プロジェクト完成額）の推移

資料：�中国商務部、CEIC�database�から作成。
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27	 統計上は経済協力の具体的内訳がないことから、ここでは最近報道された案件について記載している。
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第Ⅰ-1-1-3-35 図
最近報道された中国による海外インフラ協力案件

備考：地図は概略。
資料：新聞報道等から作成。
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第Ⅰ-1-1-3-36 図　中国からの輸入の財別構成比の推移

資料：�国連 Comtrade�から作成。
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